
くことが必要となる。   

なお、表1として、「集団全体の分析項目」と「個人、保健事業の単位の分析  

項目」を参考として例示した。  

3）分析の方法と保健事業（保健指導）計画への活用   

分析に当たっては、基準の統一、比較可能性等に留意して行う必要がある。  

また、分析結果については、医療費、対象の属性、環境などの観点からさらに  

解析を行い、その結果を整理し、昼席課題、僻  

者集団及び効果が期待される方法等を明らかにして、その課題解決に向けた保  

健指導計画を策定するための基礎資料を作成する。   

基礎資料には、次のような分析結果を整理することが考えられる。  

（D「医療費、介護給付費などの負担の大きい疾病等の分析」  

重点的に対策を行うべき病態や生活習慣を選定する。   

②「医療費増加率、有所見率の増加が著しい疾患等の分析」  

背景仁ある要因（生活習慣、環境の変化など）を考察し、重点的に適正  

化を図るための計画を立案する。   

③「属性ことの分析」  

優先的に対象とすべき性・年代を選定し、対象となる属性（働き盛り層、  

育児中の主婦、管理職、営業職など）に受け入れやすい保健事業を計画す  

る。   

④「環境（地域・職場）ことの分析」  

重点的に対策を行うべき対象を選定し、その地域・職場の共通の生活習  

慣上の問題についてはポピュレーションアプローチの視点も含めて計画を  

作成する。   

⑤「プロセス、アウトプット、アウトカムの分析」  

プロセス指標とアウトプット指標、アウトカム指標との関係について分  

析する。保健事業の投入により、健康課題に改善が図られているかどうかを  

検討する。不十分な場合には保健事業の見直し、または他の影響する要因に  

ついて分析する。（「第5章 保健指導の評価」を参照）  
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（2）保健事業（保健指導）の目標設定   

生活習慣病有病者・予備群を少なくとも25％減少させることが大目標であ  

るが、必要な対象者に必要な保健指導を行い、確実に効果をあげていくため  

には、対象者の正確な把握、効果的な保健事業の実施とその評価が必須であ  

る。   

対象者の正確な把握するために、保険者は、40歳から74歳までの全対  

象者のうち、生活習慣病予備群は、「健診結果等による対象者階層化基準」に  

基づき、「生活習慣病健診・保健指導」対象者として分類し、・各基準に該当す  

る人数を求める。保健指導の支援レベル別対象者数の概数を算出し、保健指  

導にかかる事業全体のボリュームを調査し、対象者数の目標を設定する。（全  

対象書から「生活習慣病受療者」を除いた対象について、前年度の健診結果  

を判定基準に投入、各支援レベル別の対象人数の概数を算出する。）なお、生  

渾習慣病の治療中の者について、主治医からの紹介がある場合は、主治医と  

連携を図り、その指導のもとに保健指導を実施する。また、治療を中断して  
いる者については、受診勧奨を行う。   

保健指導対象者の保健指導実施率は100％をめざす。対象者の事情等に  

より、例えば、本来「積極的支援」を行うべき対象者であったが、「動機づけ  

支援」のみ実施した場合などには、その割合も把握する。  

各保健指導である「情報提供」、「動機づけ支援」、「積極的支援」については、  

下記のような指導目標を設定し、数値目標は、健診結果の変化、アンケート  

調査等に基づくものとする。  

①「情報提供」   

・健診結果を正常範囲のまま維持し、悪化させない。   

・「動機づけ支援」対象への移行率を ○％以下とする。（この数値は性・  

年代別に各保険看で設定）  

②「動機づけ支援」   

・健診結果を改善、または悪化させない。   

・内臓脂肪症候群予備群では腹囲の減少をめざす。   

・積極的支援対象への移行率を △％以下とする。（この数値は性・年代別  

に各保険看で設定）   

③「積極的支援」   

・健診結果を改善させる。   

・内臓脂肪症候群では腹臥体重の減量、危険因子の減少。   

・保健指導対象者の5割以上の人において、判定の改善をめざす。   

・「要医療」への移行率を ◇％以下とする。  

（3）保健事業（保健指導）計画作成   

目標を達成するために、保健指導全体、実施、評価について具体的な計画  

を作成する。  

1）保健指導全体の計画  
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「情報提供」、「動機づけ支援」、「積極的支援」別の具体的な方法、保健指  

導のための人材、支援材料、記録方法、実施場所、保健指導担当者の研修な  

どを検討する。これらの状況や既存の社会資源等を総合的に判断して、アウ  

トリー・シンクの検討を行う。   

また、前年度までの評価（実施状況・効果・問題点など）を踏まえ、より  

効果的な内容となるようこころがける。さらに、保健指導全体の計画にあた  
っては、毎回よりよいものを作成することをめざす。  

2）実施体制に関する計画   

実施の計画については、健診から保健指導までスムースに実施できるよう  

に保健指導の進め方、実施体制、広報の方法等に留意して作成することが必  

要である。また、実施計画に合わせて予算を計上し、確定した予算にあわせ、  

実施計画の見直し、対象者の選定方法の見直しを行う。  

① 保健指導の進め方  

「情報提供」、「動機づけ支援」は健診結果の返却時にあわせて実施する   

など、参加者の負担を軽減する方法を計画する。  

「痩極的支援」については、対象者の性・年代・職業等、社会背景を考   

慮し、参加しやすい時間帯や場所の設定することや対象者が関心を持つよ   

うな方法を考慮する。  

② 実施体制  

保健指導の実施に当たっては、効果・効率を考え、最適な実施体制を検   

討する。  

保健指導に関わるスタッフのミーティングを行い、支援方法の標準化、   

媒体、支援材料や記録の方法などを徹底する。  

外部講師や外部機関と連携して事業を実施するときには、事業の目的と   

評価法、対象者の状況などを十分に理解してもらうよう、事前の調整を十   

分に行う。また、実際の参加者の情報についても共有化しておくことが重   

要である。  

保健指導のアウトリーシンクを行う場合は、医療保険者との役割分担、   

責任を詳糸馴こわたって明確にしておく。  

③ 広報の方法  

健診・保健指導のあり方や保健指導の目的、内容、効果等について、地   
域住民や職員全員に十分広報してお＜。保健指導対象者が積極的に参加で   

きるよう、地域・職域別に方法を検討する。   

なお、個々の対象者に対する計画については、「第4享 保健指導の実施」  

に記載する内容を踏まえ、個別に計画を作成する。  
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表1 集団全体の分析項目（例）  
把握の時期  

計画作成時か  事業実施後に  事業の最終的  

ら把握可能   把握可能   な評価で把握  

可能   

巨課題把握のための項目   

匡  ○  

巨の変化  ○  

ヒ死亡比  ○  

ヒ死亡比の変化  ○  

隻者等の割合  ○  

隻者等の割合の変化   ○  

隻状態の原因疾患  ○   （○）  ○  

プト情報  ○  

こ生活習慣病関連医療費・疾患  ○  

賢の変化  ○   

彗慣病の患者数   （○）   ○  

結果等の変化  （○）   ○   

習慣の状況  ○  

彗慣の変化  

也分析に必要な項目  

栗的な保健事業（保健指導）の  

状況を判断するための項目   

層導対象者のうち、「動機づけ支  ○  

「積極的支援」を実施した者の  

指導を実施した者のうち、行動  ○  

のステーージが改善した者の割合  

医療」対象者のうち、保健指導  （○）  ○  

治療を受けた者の割合  

習慣病の治療中断者の割合   （○）  ○  

的で常に運営可能な内容の提供  ○  

習慣改善指導を希望する者の効  ○   

な保健事業にアクセス状況  

他分析に必要な項目  

果的な保健事業（保健指導）を  

①健康  

死亡率  

死⊂率  

標準化  

要介護  

要介護  

要介護  

レセプ  

また治  

生活習  

効果的  

生活習  

果的た  

その他   
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実施できる体制であるかどうかを判  

断するための項目  

保健・医療提供体制（マンパワー、  

施設等）  

保健指導実施者に対する研修体制と  

研修実施状況  

保健指導のための支援材料等の開発  

活用可能な社会資源の状況  

その他分析に必要な項目  

表2 個人、保健事業の単位の分析項目（例）  

把握の時期  

計画作成時か  事業実施後に  事業の最終  

ら把握可能   把握可能   な評価で把  

可能   

①個人学位．での健康度を把握するた  

めの項目   

壮年期死亡や重篤な疾患を起こした  （○）   ○  

事例  

その他分析に必要な項目   

②保健事業（保健指導）対象者把握  

のための項目   

「健診結果等リスク判定表」に基づ  （○）  ○  

く生活習慣病リスクことの対象者数  

保健指導対象者数（「情報提供」、「勤  （○）  ○  

機づけ支援」、「積極的支援」）  

その他分析に必要な項目   

③これまでの保健事業（保健指導）  

の効果の項目   

（集団全体）  

生活習慣改善の意欲等主観的な指標  （○）  

の変化  

生活習慣の変化   （○）  

健診結果の変化   （○）   

医療費の変化  （○）  

その他分析に必要な項目  

○  
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○  
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図1 保健事業（保健指導）計画作成のフロー  

国の帯り虎、ガイドライニ′・教材・研修会資料  
国民性康一栄 ‡ 調査の三岡重結果  
偲■康E】本21の事旨標  
書籍文・学会などで報告された新ししヽ知見  

①個人単位での健康度を把握するため  
の   
項l∃  
（壮年期死亡や王篤な疾‘患を克己こし  

た事  
例の盲羊細ラ｝析）   

②保健事業（保健事旨導）対象者手巴種のた  
め  
の項白  
く生活管†f病リスクニニとの対象者数、  

保  
健指尋事≠寸象者数等）  

①健吉参言果超を把捜するための項目   
（健三参帯着果等の変イヒ、医療兼の変イヒ  
等）   

②効果的な保健事業（保健手旨導）を実  
施し   
てしヽる力、と㌻うカ、を半り断する項l∃   
（健吉多党吉夢率＿保健手旨串対象者のうち  
の   
保健手旨専を実施した看の割合等〉   

③効果的な保健活動を実施でき■も体東リ  
で  

＿凸，  
一
．
1
：
：
：
．
：
」
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：
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〔≡≡三〕   

目標の設l革   

健診特異と問診I＝よる対象者階月■イヒ基準lこ基づくヌ寸象看数   
など  ・性＿年代などの用邑性  

○保健指導対象者数の概貫   
・†書報捷供   
・動機づtナ支援   
・積極的支撲  
○実施すべき保健指導の圭の概算  
○保健事旨導こ：との達成目穣の選定   

＿q［二二：：」  

計画の作成  

保健事旨専ごとの具体的な方法  
人材＿＿支援材料＿実施場所  
研修  
社会資源の活用  
アウトソーシニ′グの有無  など  

⊂＞投入予井の概】専：、予 ‡の獲得  
○実施計画   
・保健事旨導の進め方（時l甘】、期間＿【司憎改＿場所、費用など）   
・実施体帯り   
・広報の方法  
C〉評価書十画  
工目的  
一方三去  
∵巨ニヨ望ヨ   
・言平価の時期   
・言平価者   
・言平価結果の；舌用法  など  
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第3享 保健指導の対象者  

（1）基本的事項  

保健指導の対象者は、健診受診者すべてであるが、保健指導の必要性の   

度合いによって階層化を行う。階層化は、①「情報提供」のみを行う、②  

「情報提供」に加え「動機づけ支援」を行う、③「情報提供」に加え「積   

極的支援」を行う、の3段階に区分して、保健指導を実施する。階層化の  

流れは、図2のとおりである。  

保健指導の必要性は、健診結果と問診に基づいて判断する。その考え方  

は、糖尿病や心血管疾患等の発症の可能性が高いこと、内臓肥満の改善の  

必要性、そして生活習慣改善の必要性から判断する。  

また、保健指導の必要性の判定は、効率性を高めるためコンピュータ処   

理にて行うことが望ましい。  

なお、各階層における保健指導の具体的な内容については、「第4享 保   

健指導の実施」に記載している。  

図2  保健指導階層化のフロー  

評  
価  
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（2）対象者の選定方法  

保健指導の対象者は、以下の手順で選定する。  

① 健診結果から、【健診項目は健診分科会で決定する：エネルギー摂取  

過剰を示す項目、・内臓肥満の程度、インスリン抵抗性、動脈硬化危険  

因子、血管の状態】支援レベルを決める（健診分科会で決定）  

② 生活習慣に関する問診（表4）のうち、生活習慣改善の必要性（リス  

ク）を判定する。（1点～3点）  

③ 健診結果の支援レベルと、問診結果の生活習慣改善の必要性との関係  

から、図3のように判定する。  

表3 健診結果のリスク分類  

（健診分科会で決定する予定）  

表4 生活習慣改善の必要性を判断するための問診  

問診項目   はい  いいえ   判定   

1．20歳の時の体重から10kg以上増加している   はい（1点）いいえ（0点）   1点   

2．1国30分以上の軽＜汗をか＜運動を準2日以上、1年以上  はい  いいえ   全て   

実施   はい  いいえ   「いいえ」   

3．日常生活において歩行又は同等の身体活動を1日1時間以上   はい  いいえ   は1点   

実施   

4．同世代の同性と比較して歩＜速度が速い   

5．タバコを吸っている   はい（1点）いいえ（0点）   1点   

計  
＊点   

図3 健診結果の支援レベルと問診の合計点数による保健指導の判定  

動機づけ   

支援  

ii 情報提供   
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（3）留意事項  

①単一健保組合や市町村などで、すべての対象者に対して、「動機づけ支援」   

（個別面接）を行っている場合など、既に濃厚な保健指導を行っている場   

合は、あえて「情報提供」のみの対象者を選定する必要はない。  

②保健指導の対象者のうら「積極的支援」が非常に多い場合は、健診結果に   

よって優先Il剛立をつけ、最も必要な対象者に絞ることも差し支えない。た   

だし、年次計画を立て、保健指導が必要な対象者に対しては、必ず保健指   

導が実施されるよう配慮する。  

③健診結果、要治療となった者については、受診勧奨を行うとともに、主治   

医と連携を図り、その指導のもとに保健指導を行う。  

（4）保健指導対象者の選定方法の修正  

当面、保健指導対象者は上記の基準で選定するが、平成18年度に行わ   

れる国及び医療保険者等の取り組みにおける成果を踏まえ、事業全体の評   

価を行った結果、保健指導対象者の区分の変更が必要であると判断される   

場合は適宜見直し、修正を行う。  

（5）僻  
健診時に行う生活習慣に関する問診は、前述したようlこ保健指導の区分   

牽判零す卿「情報提供」、「軌機つけ支援」、「積   

極助支援」噸あ   

る。  

範J情報提供」の内容を判断するための問診（表5）   

J情報提供」の内容を判断するための問診は、凰別lこ寮生活、運動翠慣  

等輝こ11項目を行う。これは、表2の問診5項目に  

6項目を追加したもので、僻リスクがない看であっても必要な  

情幸卿。   

例えば、問診項目3が「0点」の対象者には、運動や身体活動の必要性  

や身近な運動施設の紹介などを、また、問診項目7が「1点」の対象者に  

は食習慣と肥満の関係や健康に及ぼす影響などを健診結果表に情報提供と  

して載せるなど、対象者個々人の生活習慣を見直すきっかけとなるような  

情報提供を行うこととする。   

なお、健診時の問診は受診者全員に行うことから、できる限りエビデン  

スのある問診項目数に絞り、また、簡潔な表現とした。  
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表5 「情報提供」の内容を判断する問診  

はい  いいえ  
問 診 項 目  

（1点） （0点）   
判 定   

1．20歳の時の体重から10kg以上増加している   はい  いいえ   1点   

2．1回30分以上の軽＜汗をか＜運動を週2日以上、1年以上   
はい  いいえ   0点   

実施   

3．日常生活において歩行又は同等の身体活動を1日1時間以上   
はい  いいえ   0点   

実施   

4．同世代の同性と比較して歩＜速度が速い   はい  いいえ   0点   

5．タバコを吸っている   はい  いいえ   1点   

6．この1年間で体重の増減が±3kg以上あった   はい  いいえ   1点   

7．早食い・ドカ食い・ながら食いが多い   はい  いいえ   1点   

8．夜食や間食が多い   はい  いいえ   1点   

9．朝食を抜くことが多い   はい  いいえ   1点   

10．ほぼ毎日アルコール飲料を飲む   はい  いいえ   1点   

11．睡眠で休養が得られている   はい  いいえ   0点   

注：情報提供の判断は、判定項目の点数により判断する。  

②「動機づけ支援」、「積極的支援」のための詳細な問診   

「動機づけ支援」、「積極的支援」のためlこは、保健指導対象者の生活習慣及  

び行動変容のステージを把握し、どのよぅな生活習慣の改善が必要なのかをア  

セスメントするために、さらlこ詳細な問診を初回面接時に実施する。詳細な問  

診の例は、「第4章灘精していただきたい。  
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第4享 保健指導の実施  

（1）基本的事項  

1I対象者ことの保健指導プログラムについて  

保健指導プログラムは、対象者の保健指導の必要性ごとに「情報提供」、   

「動機づけ支援」、「積極的支援」に区分されるが、各保健指導プログラム   

の目標を明確化した上で、サービスを提供する必要がある。  

「情報提供」では、健診結果の提供にあわせて、個人の生活習慣やその   

改善に関する基本的な情報を提供する。「動機づけ支援」及び「積極的支援」   

については、対象者の生活状況をアセスメントし、対象者とともに目標を   

設定して、具体的な支援を行う。対象者が自己実践できるよう適切に支援   

するとともに、その生活習慣が継続できるためのフォローアップを行う。  

また、保健指導プログラムの提供に際しては、既存の保健事業との組み   

合わせや社会資源の活用、地域又は職域で行われている健康づくりのため   

のポピュレーションアプローチとも関連づけていくことが重要である。  

さらに、積極的支援においては、対象者の保健指導の必要性に応じてさ   

まざまな手段や内容を組み合わせながらプログラムを展開し、多職種・他   

機関が支援を行う場合には、適宜、保健指導実施者間でケースカンファレ   

ンスを開催し、対象者の課題や目標を共有して支援を行う。  

なお、保健指導プログラムは毎年同じ内容を繰り返すことなく、3年か   

ら5年を目安に常に改善に努めることが必要である。  

2）保健指導の実施者  

保健指導は、医師、保健師、管理栄養士等が担うこととするが、効果的   

な保健指導を行うためには、保健指導のための一定の研修を修了した者が   

行うことが望ましい。  

「動機づけ支援」、「積極的支援」のプログラムの中で行われる食生活・   

運動に関する指導は、食生活・運動の専門的知識を有する者が行うことが   

適当である。また、それらの支援においては、集団指導（グループワーク）   

をあわせて剛1ることは効果的であり、その場合は、地域内の種々の関係   

者の協力を得て実施する。  

3）保健指導に必要な詳細な問診  

動機づけ支援・積極的支援の実施に当たり、保健指導対象者の生活習慣   

及び行動変容のステージを把握し、どのような生活習慣の改善が必要なのか   

をアセスメントするために、詳細な問診を実施する。  
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